
図表１―１―１ 大学数と学生数（平成２８年度）３

合 計 国 立 公 立 私 立 私立の割合

学校数（校） ７７７ ８６ ９１ ６００ ７７．２％

学生数（人） ２，８７３，６２４ ６１０，４０１ １５０，５１３ ２，１１２，７１０ ７３．５％

研究会報告

学校法人の財務分析

舩津丸 仁

Ⅰ 私立大学を取り巻く現状と課題

１ はじめに
文部科学省の中央教育審議会によれば、「今後の知識基盤社会において、

我が国が伝統的な文化を継承しつつ国際的な競争力を持って持続的に発展
するためには、知的創造を担い社会全体の共通基盤を形成するという大学
の公共的役割が極めて重要」１であるとされている。このことから、第４次
産業革命（これまでのモノづくり社会から、知識基盤社会への大転換）を
目前として、日本が世界でのプレゼンスを維持・向上させるためには、高
等教育による知識の底上げが不可欠である。仮に教育を疎かにした場合、
日本のプレゼンスは著しく低下し、「新興国に使われる立場」という逆転
現象が生じることも考えられる。
このような事態を回避するためには、教育を担う割合の高い私立大学の

役割がなおさら重要となる（図表１―１―１参照）。昨今、私立大学を取り
巻く環境は厳しさを増しているが、国民が高等教育を受ける機会を確保す
るためにも、学校法人自身の経営改善が何より重要なものである。
近年、学校法人においては、上場企業並みに情報開示が充実してきてい

る。本論文は、財務数値の入手が容易になったことから、当該財務数値を
用いて、大学間の財務分析２を行い、考察を行うものである。
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２ 近年の私大を取り巻く状況
① 少子化の進展、②規制緩和に伴い大学や学部等が比較的容易に設置

できるようになったこと、③認証評価機関による大学評価、④高等教育に
対する公的財政支援比率が諸外国に比して低いこと４、このような状況が、
私大間の競争の激化に拍車をかけている。その結果、定員充足率が低下し、
経営困難に陥る学校法人が現れてきている。このように厳しい状況がある
反面、日本の高等教育進学率は、２０１８年度において過去最高の８１．５％と
なっている３。日本の高等教育は、エリート段階（進学率１５％未満）から
マス段階（同１５％以上５０％未満）を経て、さらにユニバーサル段階（同５０％
以上）に達している４（いわゆる大学全入時代となっている）。
大学経営が非常に厳しい状況になっていることは事実であるが、危機の

時こそ様々な見直しの好機であるため、財務分析を通じて、この危機をう
まく活用し、ピンチをチャンスに変えることの可能性を模索したい。
３ 財務情報の開示の義務化（私立大学）
昭和２４年に制定された「私立学校法」は私立学校の設立・運営を律して

きた法律である。平成１６年には「改正私立学校法」が公布され、すべての
学校法人に対して「財務情報の公開」が義務付けられた５。具体的には、
毎会計年度終了後２月以内に決算書と事業報告書を作成し、監査報告書と
共に公開する必要がある。そこでの必要書類は、①財産目録、②貸借対照
表、③収支計算書、④事業報告書の４点である。
私立学校を管轄する文部科学省からは、「学校法人のホームページ等を

活用して一般に対して広く情報提供を行うよう積極的な取組をお願いして
います。」６とのアナウンスがあり、平成２９年度においては、９９．７％の学校
法人が財務情報等をホームページに掲載している状況となっている７。
４ 財務情報の開示の背景
平成１６年以前は、財務情報の公開が義務づけられていたのは、「補助金

の交付を受けていた学校法人のみ」８であった。しかし、改正私立学校法の
公布により、「すべての学校法人」７が財務情報の公開が義務づけられるこ
ととなった。これは、「従来のように主務官庁が当該法人を管理するだけ
でなく、国民、あるいはサービス利用者が事後的に業績を評価すること、

経済研究所所報 第２１号

５４



あるいは、その結果をもって資源を提供するか否かの意思決定を行うこと
が重視されている」９ことが背景にある。
また、「少子化に伴う学生生徒数の減少から経営に行き詰る学校法人が

出始め、今後もなお予想されることから、在学生、保護者、及び教職員等
の利害関係者に、学校法人の財務情報を提供することが社会的に求められ
てきていること、また、公共性が高い法人としての学校法人が、自らの説
明責任を果たし、利害関係者の理解と協力を一層得られるようにしていく
必要があること等」１０が重視されていることも背景にある。
５ 学校法人会計と企業会計との相違
学校法人会計において、作成が義務付けられている書類は、①資金収支

計算書、②事業活動収支計算書、③貸借対照表である１１。一方、企業会計
において、作成が義務付けられている書類は、①貸借対照表、②損益計算
書、③株主資本等変動計算書、④キャッシュ・フロー計算書である１２。
この記載順は、そのまま各会計（学校法人会計及び企業会計）が何を重

視しているかにつながる。すなわち、学校法人会計では経営基盤の安定の
ために「資金」（資金収支計算書）を重視しており、企業会計では「投資
家の持分（＝純資産）」（貸借対照表）を重視していることが伺い知れるも
のである
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図表１―２―１ 用語の説明

資金収支計
算書

毎会計年度、当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び
支出の内容並びに当該会計年度における支払資金（現金及びいつ
でも引き出すことができる預貯金をいう。以下同じ。）の収入及
び支出のてん末を明らかにするため、資金収支計算を行なうもの
とする。１３

事業活動収
支計算書

毎会計年度、当該会計年度の次に掲げる活動に対応する事業活動
収入及び事業活動支出の内容を明らかにするとともに、当該会計
年度において第二十九条及び第三十条の規定により基本金に組み
入れる額（以下「基本金組入額」という。）を控除した当該会計
年度の諸活動に対応する全ての事業活動収入及び事業活動支出の
均衡の状態を明らかにするため、事業活動収支計算を行うものと
する。１４

一 教育活動
二 教育活動以外の経常的な活動
三 前二号に掲げる活動以外の活動

貸借対照表
資産の部、負債の部及び純資産の部を設け、資産、負債及び純資
産の科目ごとに、当該会計年度末の額を前会計年度末の額と対比
して記載するものとする。１５

図表２―１―１ 学生数、定員数及び充足率

学生数（人） 定員数（人） 充足率

２，０５８，６０３ １，９９７，６１７ １０３．１％

Ⅱ 財務分析対象のサンプリング

１ 全体概要
私立大学（５７５校）全体での充足率の実績１６は、図表２―１―１の通りであ

り、充足率の分布は、図表２―１―２の通りである。充足率が１００％を下
回っている大学（全体の５２．３％）は「危険水域」にあると考えられる。
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図表２―１―２ 充足率の分布

充 足 率
学校数
（校）

割合
グループ分け
（筆者による）

１３０％以上～ ３ ０．５％

Ａ
（１００％以上）

１２０％以上～１３０％未満 ２０ ３．５％

１１０％以上～１２０％未満 １１９ ２０．７％

１００％以上～１１０％未満 １３２ ２３．０％

９０％以上～１００％未満 ８５ １４．８％ Ｂ
（８０％以上～１００％未満）８０％以上～９０％未満 ７８ １３．６％

７０％以上～８０％未満 ５５ ９．６％

Ｃ
（８０％未満）

６０％以上～７０％未満 ５５ ９．６％

５０％以上～６０％未満 ２１ ３．７％

４０％以上～５０％未満 ３ ０．５％

３０％以上～４０％未満 ２ ０．３％

２０％以上～３０％未満 ２ ０．３％

合 計 ５７５ １００％ ―

財務分析においては、下記の２側面からの分析が有用な情報を提供する
と考えられる。
Ａ．他校との比較分析
Ｂ．自校の時系列分析
まず、本論文においては、下記の考え方に基づいて、比較対象の他校を

サンプリングした。
Ａ．母集団の元は『週刊東洋経済』「本当に強い大学２０１６」に掲載の５７５校
Ｂ．経済系（経済・経営・商学）の学部が設置されていること
Ｃ．偏差値１７（経済系）が同程度（上下５ポイント程度）であること
Ｄ．キャンパス（経済系）所在地が関東であること
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２ サンプリング結果
⑴ 母集団

図表２―２―１ 母集団

№ 大 学 名 所在地
（経済系学部）

学生数
（人）

定員数
（人） 充足率 グループ

１ 産業能率 東京都 ３，６４６ ３，１６０ １１５．４％

Ａ

２ 西部文理 埼玉県 １，６２５ １，４８０ １０９．８％
３ 城西 埼玉県 ７，９４６ ７，２９５ １０８．９％

４ 跡見学園女子 埼玉県
東京都 ３，９３９ ３，６４５ １０８．１％

５ 白鴎 栃木県 ４，７３６ ４，４２６ １０７．０％
６ 茨城キリスト教 茨城県 ２，５１０ ２，３６２ １０６．３％
７ 明星 東京都 ８，５３８ ８，０５４ １０６．０％
８ 東海 神奈川県 ３０，０７０ ２８，７５３ １０４．６％
９ 東京国際 埼玉県 ６，２２１ ６，００４ １０３．６％
１０ 文京学院 東京都 ４，８００ ４，７１０ １０１．９％

１１ 流通経済 茨城県
千葉県 ５，３４３ ５，２４５ １０１．９％

１２ 関東学院 神奈川県 １０，７１３ １０，５８０ １０１．３％
１３ 上武 群馬県 １，８９９ １，８８０ １０１．０％
１４ 杏林 東京都 ４，６０５ ４，５９０ １００．３％
１５ 目白 東京都 ５，９５７ ５，９４８ １００．２％
１６ 麗澤 千葉県 ２，４７７ ２，４９３ ９９．４％

Ｂ

１７ 千葉商科 千葉県 ５，８６３ ５，９２０ ９９．０％
１８ 淑徳 千葉県 ４，６６２ ４，８０５ ９７．０％

１９ 帝京 東京都
栃木県 ２３，１９５ ２４，２８９ ９５．５％

２０ 多摩 東京都 １，９４０ ２，０４０ ９５．１％
２１ 共栄 埼玉県 １，２４４ １，３２０ ９４．２％
２２ 横浜商科 神奈川県 １，１１９ １，１９０ ９４．０％
２３ 中央学院 千葉県 ２，６８９ ２，９００ ９２．７％
２４ 和光 東京都 ２，７５４ ２，９８２ ９２．４％
２５ 秀明 千葉県 １，６３３ １，８２０ ８９．７％
２６ 千葉経済 千葉県 ９０１ １，０２０ ８８．３％
２７ 駿河台 埼玉県 ３，３９７ ３，８８２ ８７．５％

２８ 城西国際 千葉県
東京都 ５，８２４ ６，７４３ ８６．４％

２９ 高千穂 東京都 １，９０６ ２，２９５ ８３．１％
３０ 埼玉学園 埼玉県 １，４１３ １，７１９ ８２．２％
３１ 江戸川 千葉県 １，７７３ ２，２００ ８０．６％
３２ 明海 千葉県 ４，６７５ ５，８３６ ８０．１％
３３ 常磐 茨城県 ２，２９７ ２，９７３ ７７．３％

Ｃ

３４ 嘉悦 東京都 １，２５４ １，６６９ ７５．１％
３５ 東洋学園 東京都 １，９７１ ２，７９０ ７０．６％
３６ 東京富士 東京都 ７１８ １，１６８ ６１．５％
３７ 関東学園 群馬県 ８１５ １，４００ ５８．２％
３８ 宇都宮共和 栃木県 ３１８ ７２０ ４４．２％
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図表２―２―２ 平成２８年度の入学者（又は定員）数

№ 大学名
経済系学部
学生数
（人）

その他学部
学生数
（人）

合計
経済系学部
割合

摘 要

２７ 駿河台 １５９ ６３０ ７８９ ２０．２％

１ 産業能率 ４８０ １，８３０ ２，３１０ ２０．８％ ※１、※２

２ 西部文理 ２４３ ９２ ３３５ ７２．５％

３ 城西 ９３３ １，０７７ ２，０１０ ４６．４％

４ 跡見学園女子 ２６０ ７１０ ９７０ ２６．８％ ※２

５ 白鴎 ４００ ７００ １，１００ ３６．４％ ※２

６ 茨城キリスト教 ７７ ５６３ ６４０ １２．０％

７ 明星 ３６４ １，３３３ １，６９７ ２１．４％

８ 東海 ２１６ ６，８３５ ７，０５１ ３．１％

９ 東京国際 ７９１ ９５７ １，７４８ ４５．３％

１０ 文京学院 ２８３ ８６４ １，１４７ ２４．７％

１１ 流通経済 ４６５ ８９４ １，３５９ ３４．２％

１２ 関東学院 ６６６ １，８８０ ２，５４６ ２６．２％ ※２

１３ 上武 ４１８ １１０ ５２８ ７９．２％

１４ 杏林 ９３ １，０５４ １，１４７ ８．１％

１５ 目白 １４１ １，３７９ １，５２０ ９．３％

※１ その他（１，８３０名）のうち、１，５００名が通信教育であるため、比較対象として
不適切と判断し、サンプルから除外する

※２ 入学者実績が入手できなかったため、定員数で代替している

上記サンプリング結果を元に、ベンチマークとなるＡグループから、比
較対象の他校を以下のように決定した。
⑵ 母集団（Ａグループに情報加筆）
平成２８年度の入学者（又は定員）数

⑶ サンプリング結果
「経済系学部割合」が近似する大学を比較分析のサンプルとして選定した。
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図表２―２―３ サンプリング結果

№ 大学名
経済系学部
学生数
（人）

その他学部
学生数
（人）

合計
（人）

経済系学部
割合

ランク

２７ 駿 河 台 １５９ ６３０ ７８９ ２０．２％ Ｂ

７ 明 星 ３６４ １，３３３ １，６９７ ２１．４％

Ａ１０ 文京学院 ２８３ ８６４ １，１４７ ２４．７％

１２ 関東学院 ６６６ １，８８０ ２，５４６ ２６．２％

図表３―１―１ 概要

駿 河 台 明 星 文京学院 関東学院

学生数（人） ３，３９７ ８，５３８ ４，８００ １０，７１３

経常収入１８

（百万円）
４，５４２ １８，２１７ ８，５５７ １８，８３８

経常支出１９

（百万円）
５，１１６ ２３，６１４ ８，７３４ １８，６６０

経常収支差額
（百万円）

△５７４ △５，３９７ △１７７ １７８

所在地
（新宿からの
所要時間）

埼玉県飯能市
（７０分）

東京都日野市
（５０分）

東京都文京区
（１７分）

神奈川県横浜市
（６５分）

就職率 ７５．６％ ７７．３％ ８６．３％ ８０．３％

Ⅲ 財務分析の実施

１ 他校との比較分析
⑴ 基本情報（財務数値は平成２７年度、その他は平成２８年４月時点）
① 概要
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図表３―１―２ 事業活動収支計算書２０

（百万円）

駿河台 明 星 文京学院 関東学院

教育活動収入計 ４，５０５ １７，９７８ ８，５２４ １７，８９９

学生生徒等納付金 ３，４６１ １３，９０３ ６，９４０ １３，９１２

手数料 ４７ ３６０ １３２ ４０７

寄付金 ３１ ６０ １０ １１９

経常費等補助金 ４６９ ２，２８１ １，０７３ ２，４０９

付随事業収入 １９８ ２００ １３１ ３５９

雑収入 ２９９ １，１７４ ２３８ ６９３

教育活動支出計 ５，１１０ ２３，６１４ ８，７３４ １８，６６０

人件費 ２，７９８ １１，５０８ ５，０８５ １０，４２４

教育研究経費 １，６７２ ７，１８７ ２，７１８ ６，９４９

管理経費 ６２２ ４，９１９ ９３１ １，２８４

徴収不能額等 １８ ０ ０ ３

教育活動収支差額 △６０５ △５，６３６ △２１０ △７６１

教育活動外収入計 ３７ ２３９ ３３ ９３９

教育活動外支出計 ６ ０ ０ ０

経常収支差額 △５７４ △５，３９７ △１７７ １７８

特別収入計 ６７ １１６ １３６ １１５

特別支出計 ０ １２，２３８ ７５ ６５５

基本金組入前
当年度収支差額

△５０７ △１７，５１９ △１１６ △３６２

② 事業活動収支計算書

学校法人の財務分析
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図表３―１―３ 貸借対照表２０

（百万円）

駿 河 台 明 星 文京学院 関東学院

固定資産 ２６，３８６ ９６，６２０ ５４，３９１ ８９，２０３

有形固定資産 ２４，８４０ ６９，４９６ ４５，８３３ ５６，２７８

特定資産 １，１７１ １８，３３１ ５，８４６ １３，５１７

その他の固定資産 ３７５ ８，７９３ ２，７１２ １９，４０８

流動資産 ７，０２０ １３，０４８ ４，３４２ １９，２２８

資産の部合計 ３３，４１４ １０９，６８０ ５８，７４２ １０８，４４３

固定負債 １，３０９ ２，４６１ １，１５１ ６，８６５

流動負債 １，６１９ ４，７７８ ２，１５１ ４，９０８

負債の部合計 ２，９３０ ７，２４２ ３，３０５ １１，７７４

基本金 ４０，６３６ １１８，３９０ ６２，２７１ １０３，５８７

繰越収支差額 △１０，１５２ △１５，９５２ △６，８３４ △６，９１９

純資産の部合計 ３０，４８４ １０２，４３８ ５５，４３７ ９６，６６８

負債及び純資産の部合計 ３３，４１４ １０９，６８０ ５８，７４２ １０８，４４３

③ 貸借対照表

⑵ 各種比率
比率については、「学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更につい

て」（日本私立学校振興・共済事業団）の算定方法を採用している。
分析コメントについては、特徴的な結果が出ている比率に対して行って

いる。
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図表３―１―４ 事業活動収支計算書関係

駿 河 台 明 星 文京学院 関東学院

１ 人件費率 ６１．６％ ６３．２％ ５９．４％ ５５．３％

２ 人件費依存率 ８０．８％ ８２．８％ ７３．３％ ７４．９％

３ 教育研究経費比率 ３６．８％ ３９．５％ ３１．８％ ３６．９％

４ 管理経費比率 １３．７％ ２７．０％ １０．９％ ６．８％

５ 借入金等利息比率 ０．１％ ０．０％ ０．０％ ０．０％

６ 事業活動収支差額比率 －１１．０％ －９５．６％ －１．３％ －１．９％

７ 基本金組入後収支比率 １１１．０％ １９５．６％ ９６．６％ ９９．５％

８ 学生生徒等納付金比率 ７６．２％ ７６．３％ ８１．１％ ７３．９％

９ 寄付金比率 ０．７％ ０．３％ ０．１％ ０．６％

１０ 補助金比率 １０．２％ １２．４％ １２．３％ １２．７％

１１ 基本金組入率 ０．０％ ０．０％ －４．９％ －２．４％

１２ 減価償却比率２１ １７．６％ １４．５％ １２．６％ １５．６％

１３ 経常収支差額比率 －１２．６％ －２９．６％ －２．１％ ０．９％

１４ 教育活動収支差額比率 －１３．４％ －３１．３％ －２．５％ －４．３％

図表３―１―５ 分析コメント

１３ 経常収支差額比率
企業会計での「経常利益」に該当するものである
が、関東学院以外は赤字となっている（なお、関
東学院においてもその比率は極めて低い）

１４ 教育活動収支差額比率
企業会計での「営業利益」に該当するものである
が、どの大学も赤字となっている

① 事業活動収支計算書関係

分析コメント

学校法人の財務分析
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図表３―１―６ 貸借対照表関係

駿河台 明 星 文京学院 関東学院

１ 固定資産構成比率 ７９．０％ ８８．１％ ９２．６％ ８２．３％

２ 有形固定資産構成比率 ７４．４％ ６３．４％ ７８．０％ ５１．９％

３ 特定資産構成比率 ３．５％ １６．７％ １０．０％ １２．５％

４ 流動資産構成比率 ２１．０％ １１．９％ ７．４％ １７．７％

５ 固定負債構成比率 ３．９％ ２．２％ ２．０％ ６．３％

６ 流動負債構成比率 ４．８％ ４．４％ ３．７％ ４．５％

７ 内部留保資産比率 １５．０％ ２９．１％ １６．０％ ３６．４％

８ 運用資産余裕比率 １４６．３％ ２４．６％ ８５．３％ ３３．９％

９ 純資産構成比率 ９１．２％ ９３．４％ ９４．４％ ８９．１％

１０ 繰越収支差額構成比率 －３０．４％ －１４．５％ －１２．６％ －６．４％

１１ 固定比率 ８６．６％ ９４．３％ ９８．１％ ９２．３％

１２ 固定長期適合率 ８３．０％ ９２．１％ ９６．１％ ８６．２％

１３ 流動比率 ４３３．６％ ２７３．１％ ２０１．９％ ３９１．８％

１４ 総負債比率 ８．８％ ６．６％ ５．６％ １０．９％

１５ 負債比率 ９．６％ ７．１％ ６．０％ １２．２％

１６ 前受金保有率 ５６２．０％ ４２０．７％ ３０３．９％ ４６８．８％

１７ 退職給与引当特定資産保有率 ９９．６％ １００．０％ ９６．４％ １００．０％

図表３―１―７ 貸借対照表関係（補助数値）

駿河台 明星 文京学院 関東学院

２′ 建物比率（建物／総資産） ４１．９％ ３０．４％ ２３．９％ ３０．７％

２′ 図書比率（図書／総資産） ７．４％ ８．９％ １．７％ ２．４％

１３′ 現金預金比率（現金預金／総資産）２０．３％ ９．１％ ７．１％ １１．４％

② 貸借対照表関係

③ 貸借対照表関係（補助数値）
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図表３―１―８ 分析コメント

２ 有形固定資産構成比率
駿河台は他校に比べて比率が高いが、その主要因は
①建物比率、②図書比率の高さによるものである

２′建物比率
駿河台は大学校舎（８４．６％）がそのほとんどを占め
ている

２′図書比率
駿河台（７．４％）、明星（８．９％）であるが、上記の
駿河台の建物比率の高さを考慮すると、充実度は明
星に劣らないと推測される

３ 特定資産構成比率

駿河台は他校に比べて比率が著しく低いが、これは
第３号基本金引当がゼロであるためである
なお、「第３号基本金」とは、基金（奨学基金等）
として保持する資産相当分である

８ 運用資産余裕比率
駿河台は他校に比べて比率が著しく高く、短期的な
運転資金は十分に確保されている

１０ 繰越収支差額構成比率

駿河台は他校に比べて比率が著しく高いが、これは
過去の累積赤字が大きいことを意味している
倒産に直結するものではないが、財務基盤の改善が
必要であると考えられる

１３ 流動比率
駿河台は他校に比べて比率が高いが、これは現金預
金比率（２０．３％）が他校と比べて著しく高いことに
起因する

１６ 前受金保有率 上記１３（流動比率）に同じ

分析コメント

学校法人の財務分析
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図表３―２―１ 事業活動収支計算書２０

（百万円）

平成２３
年 度

平成２４
年 度

平成２５
年 度

平成２６
年 度

平成２７
年 度

教育活動収入計 ５，４１７ ５，２２９ ４，９５５ ４，６０１ ４，５０５

学生生徒等納付金 ４，３８６ ４，１６８ ３，９１０ ３，６１８ ３，４６１

手数料 ５７ ５５ ５１ ４９ ４７

寄付金 １０９ ３２ ２３ ６７ ３１

経常費等補助金 ５８７ ６２７ ５７４ ５２２ ４６９

資産運用 ３９ ４３ ４５ ５９ ―

付随事業収入 １６７ １７３ １７５ １８０ １９８

雑収入 ７２ １３１ １７７ １０６ ２９９

教育活動支出計 ５，６３２ ５，７４０ ５，２２６ ５，１８２ ５，１１０

人件費 ３，０６０ ３，１２１ ２，７５４ ２，６７４ ２，７９８

教育研究経費 １，８５２ １，９２５ １，８１４ １，８５５ １，６７２

管理経費 ７２０ ６９３ ６５７ ６５３ ６２２

徴収不能額等 ０ １ １ ０ １８

教育活動収支差額 △２１５ △５１１ △２７１ △５８１ △６０５

教育活動外収入計 ― ― ― ― ３７

教育活動外支出計 １４ １２ １０ ８ ６

経常収支差額 △２２９ △５２３ △２８１ △５８９ △５７４

特別収入計 ― ― ― ― ６８

特別支出計 ０ １２ ― ― ０

基本金組入前当年度
収支差額

△２２９ △５３５ △２８１ △５８９ △５０７

２ 自校の時系列分析
⑴ 基本情報
① 事業活動収支計算書
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図表３―２―２ 貸借対照表２０

（百万円）
平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

固定資産 ２９，２２８ ２８，６７８ ２８，２２３ ２７，５９９ ２６，３８６
有形固定資産 ２７，６６３ ２７，１１５ ２６，６６４ ２６，０３４ ２４，８４０
土地 ７，６４３ ７，６３５ ７，６６４ ７，６６４ ７，０５２
建物 １６，４３９ １５，９３２ １５，４０６ １４，８４４ １３，９９０
構築物 ７６８ ６７８ ６１２ ５２９ ９４４
機器備品 ３７２ ４１４ ５００ ４９６ ３８６
図書 ２，３７２ ２，３９４ ２，４１９ ２，４４１ ２，４６５
車両 ８ １０ ８ ５ ３
その他 ６１ ５２ ５５ ５５ ―

特定資産 １，１６９ １，１６９ １，１６９ １，１７１ １，１７１
退職給与引当 １，１６９ １，１６９ １，１６９ １，１７１ １，１７１

その他固定資産 ３９６ ３９４ ３９０ ３９４ ３７５
電話加入権 ７ ７ ７ ７ ７
借地権 ６９ ６９ ６９ ６９ ６９
有価証券 １ １ １ １ １
長期貸付金 ２９９ ３０４ ３０４ ３０９ ２９１
差入保証金 １５ １２ ２ ２ ２
学費支援基金 ５ １ ２ ２ ２

流動資産 ６，６０３ ６，７７８ ６，９０９ ６，５３７ ７，０２０
現金預金 ６，５４２ ６，６５６ ６，７４７ ６，４７５ ６，７６７
未収入金 ４７ １０７ １５４ ５２ ２４３
仮払金 １４ １１ ４ ４ ７
貸付金 ０ ４ ３ ４ ３
前払金 ０ ０ １ ２ ０

資産の部合計 ３５，８３９ ３５，４６５ ３５，１４３ ３４，１４４ ３３，４１４
固定負債 １，７５４ １，７５９ １，５２４ １，４１８ １，３０９
長期借入金 ５３３ ４３３ ３３３ ２３３ １３３
退職給与引当金 １，２２１ １，３２６ １，１９１ １，１８５ １，１７６

流動負債 １，６９５ １，８４７ ２，０４０ １，７３５ １，６１９
短期借入金 ９９ ９９ ９９ ９９ ９９
未払金 ２３８ ４１０ ５５０ ３３５ ２２３
前受金 １，２８２ １，２５４ １，３０２ １，２２４ １，２０４
預り金 ７６ ８４ ８９ ７７ ９３

負債の部合計 ３，４５１ ３，６０９ ３，５６６ ３，１５５ ２，９３０
基本金 ３９，６８８ ４０，０５７ ４０，５７４ ４０，９５１ ４０，６３６
第１号 ３９，２９０ ３９，６５９ ４０，１７６ ４０，５５３ ４０，２３８
第２号 ０ ０ ０ ０ ０
第３号 ― ０ ０ ０ ０
第４号 ３９８ ３９８ ３９８ ３９８ ３９８

繰越収支差額 △７，３００ △８，２０２ △８，９９７ △９，９６３ △１０，１５２
翌年度繰越収支差額 △７，３００ △８，２０２ △８，９９７ △９，９６３ △１０，１５２

純資産の部合計 ３２，３８８ ３１，８５５ ３１，５７７ ３０，９８８ ３０，４８４
負債及び純資産の部合計 ３５，８３９ ３５，４６５ ３５，１４３ ３４，１４４ ３３，４１４

② 貸借対照表

学校法人の財務分析
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図表３―２―３ 主な数値の推移

図表３―２―４ 事業活動収支計算書関係
平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

１ 人件費率 ５６．５％ ５９．７％ ５５．６％ ５８．１％ ６１．６％
２ 人件費依存率 ６９．８％ ７４．９％ ７０．４％ ７３．９％ ８０．８％
３ 教育研究経費比率 ３４．２％ ３６．８％ ３６．６％ ４０．３％ ３６．８％
４ 管理経費比率 １３．３％ １３．３％ １３．３％ １４．２％ １３．７％
５ 借入金等利息比率 ０．３％ ０．２％ ０．２％ ０．２％ ０．１％
６ 事業活動収支差額比率 －４．２％ －１０．２％ －５．７％ －１２．８％ －１１．０％
７ 基本金組入後収支比率 １１７．３％ １１８．６％ １１８．０％ １２２．９％ １１１．０％
８ 学生生徒等納付金比率 ８１．０％ ７９．７％ ７８．９％ ７８．６％ ７６．２％
９ 寄付金比率 ２．０％ ０．６％ ０．５％ １．５％ ０．７％
１０ 補助金比率 １０．８％ １２．０％ １１．６％ １１．３％ １０．２％
１１ 基本金組入率 １１．１％ ７．１％ １０．４％ ８．２％ ０．０％
１２ 減価償却比率２１ １５．３％ １６．０％ １７．５％ １８．３％ １７．６％
１３ 経常収支差額比率 －４．２％ －１０．０％ －５．７％ －１２．８％ －１２．６％
１４ 教育活動収支差額比率 －４．０％ －９．８％ －５．５％ －１２．６％ －１３．４％

③ 主な数値の推移

⑵ 各種比率
① 事業活動収支計算書関係
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図表３―２―５ 分析コメント

１ 人件費率

金額は下降トレンドにあるものの、比率は上昇ト
レンドにある
これは代表的な固定費である人件費は、他の費用
に比べて早急な削減（リストラ）などが困難であ
ることから、相対的に比率が上がってきているも
のと考えられる

２ 人件費依存率 上記１（人件費率）に同じ

６ 事業活動収支差額比率
企業会計での「税引前当期純利益率」に該当する
ものであるが、過去５年間のすべてで赤字を計上
している

８ 学生生徒等納付金比率

金額・比率ともに下降トレンドにあるが、比率の
下降の原因としては、雑収入（主に退職金財団交
付金収入）の計上が上昇トレンドにあることが考
えられる
これは、開学３０年を迎えて、退職者が増加してい
ることによるものと推測される

図表３―２―６ 補助数値（資金収支決算書）２２

（百万円）

平成２３
年 度

平成２４
年 度

平成２５
年 度

平成２６
年 度

平成２７
年 度

キャッシュ・イン・フロー ６，９７５ ６，７００ ６，９３３ ７，３９１ ７，１０５
キャッシュ・アウト・フロー ６，８８５ ６，５８８ ６，８４０ ７，６６３ ６，８１４
ネット・キャッシュ・フロー ９０ １１２ ９３ △２７２ ２９１
【参考】減価償却費 ８６３ ９２０ ９１２ ９４９ ８９９

図表３―２―７ 分析コメント

平成２６年度の△２７２について

主な要因は前年末未払金の支払いが大きかった
ことによるものである前年度（平成２５年度）も
９３のプラスと見えるが、その実は翌年度に支払
いを回したことによるプラスであり、資金繰り
は厳しかったことが推察される

経常収支差額（毎期赤字）と
キャッシュ・フロー（基本的
に黒字）の逆転について

主に非資金損益項目である「減価償却費」の影
響によるものである

分析コメント

補助数値（資金収支決算書）

分析コメント

学校法人の財務分析
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図表３―２―８ 貸借対照表関係

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

１ 固定資産構成比率 ８１．６％ ８０．９％ ８０．３％ ８０．９％ ７９．０％

２ 有形固定資産構成比率 ７７．２％ ７６．５％ ７５．９％ ７６．３％ ７４．４％

３ 特定資産構成比率 ３．３％ ３．３％ ３．３％ ３．４％ ３．５％

４ 流動資産構成比率 １８．４％ １９．１％ １９．７％ １９．１％ ２１．０％

５ 固定負債構成比率 ４．９％ ５．０％ ４．３％ ４．２％ ３．９％

６ 流動負債構成比率 ４．７％ ５．２％ ５．８％ ５．１％ ４．８％

７ 内部留保資産比率 １１．９％ １１．９％ １２．４％ １３．２％ １５．０％

８ 運用資産余裕比率 １２１．２％ １１９．７％ １３２．４％ １３４．５％ １４６．３％

９ 純資産構成比率 ９０．４％ ８９．８％ ８９．９％ ９０．８％ ９１．２％

１０ 繰越収支差額構成比率 －２０．４％ －２３．１％ －２５．６％ －２９．２％ －３０．４％

１１ 固定比率 ９０．２％ ９０．０％ ８９．４％ ８９．１％ ８６．６％

１２ 固定長期適合率 ８５．６％ ８５．３％ ８５．３％ ８５．２％ ８３．０％

１３ 流動比率 ３８９．６％ ３６７．０％ ３３８．７％ ３７６．８％ ４３３．６％

１４ 総負債比率 ９．６％ １０．２％ １０．１％ ９．２％ ８．８％

１５ 負債比率 １０．６％ １１．３％ １１．３％ １０．２％ ９．６％

１６ 前受金保有率 ５１０．３％ ５３０．８％ ５１８．２％ ５２９．０％ ５６２．０％

１７ 退職給与引当特定資産保有率 ９５．７％ ８８．２％ ９８．２％ ９８．８％ ９９．６％

図表３―２―９ 補助数値
（百万円）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

土 地 ７，６４３ ７，６３５ ７，６６４ ７，６６４ ７，０５２

現金預金 ６，５４２ ６，６５６ ６，７４７ ６，４７５ ６，７６７

② 貸借対照表関係

補助数値
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図表３―２―１０ 分析コメント

２ 有形固定資産構成比率
平成２７年度で下落しているのは、下記２点の影響
①土地（法科大学院）の売却
②現金預金比率（流動資産構成比率）の上昇

４ 流動資産構成比率
平成２７年度で上昇しているのは、「土地（法科大
学院）の売却」によるものと推測される

８ 運用資産余裕比率
上昇トレンドにあり、短期的な財政面では健全で
あると考えられる

８ 学生生徒等納付金比率

金額・比率ともに下降トレンドにあるが、比率の
下降の原因としては、雑収入（主に退職金財団交
付金収入）の計上が上昇トレンドにあることが考
えられる
これは、開学３０年を迎えて、退職者が増加してい
ることによるものと推測される

分析コメント

Ⅳ おわりに

財務分析からはＡグループとＢグループの顕著な差異は検出されなかっ
た。グループの違いについて、財務数値（定量的）の差異というよりは、
就職率や所在地などの定性的な違いによることが大きいことが予想される。
駿河台大学は他の３校と比べてキャッシュ・リッチ（現金預金比率：

２０．３％）であるため、そのキャッシュをどのように投資していくかが課題
となると考えられる。
今回の分析は、学校法人全体（連結）の数字での開示となっており、純

粋に大学のみ（単体）の数値での検討ができていないため、単体での分析
は今後の課題である。

以 上

学校法人の財務分析
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№ 比率名 算出方法 比率の意味

１ 固定資産構成比率 固定資産
総資産

資産構成バランスを評価する
指標

２ 有形固定資産構成
比率

有形固定資産
総資産

資産構成バランスを評価する
指標

３ 特定資産構成比率 特定資産（※）
総資産

特定資産の蓄積状況を評価す
る指標

４ 流動資産構成比率 流動資産
総資産

資産構成バランスを評価する
指標

５ 固定負債構成比率 固定負債
総負債＋純資産

負債構成バランスを評価する
指標

６ 流動負債構成比率 流動負債
総負債＋純資産

負債構成バランスを評価する
指標

７ 内部留保資産比率 運用資産（※）－総負債
総資産

財政上の余裕度を評価する指
標

８ 運用資産余裕比率 運用資産－外部負債（※）
経常支出

１年間の経常的な支出規模に
対してどの程度の運用資産が
蓄積されているかを表す指標

９ 純資産構成比率 純資産
総負債＋純資産

資金調達源泉を分析する上で
最も概括的で重要な指標

１０ 繰越収支差額構成比率
繰越収支差額（※）
総負債＋純資産

繰越収支差額の「総負債及び
純資産の合計額」に占める構
成割合

１１ 固定比率 固定資産
純資産

資金調達源泉とその使途を対
比させる指標

１２ 固定長期適合率 固定資産
純資産＋固定負債

資金調達源泉とその使途を対
比させる指標

１３ 流動比率 流動資産
流動負債

短期的な支払能力を判断する
重要な指標

１４ 総負債比率 総負債
総資産

総資産に対する総負債（他人
資金）の比重を評価する重要
な指標

１５ 負債比率 総負債
純資産

総負債（他人資金）が純資産
（自己資金）を上回っていな
いかを測る指標

１６ 前受金保有率 現金預金
前受金 支払能力を判断する指標

１７ 退職給与引当特定資産保有率
退職給与引当特定資産
退職給与引当金 支払能力を判断する指標

付録１：各種数値の算定方法と意味（日本私立学校振興・共済事業団）
１．貸借対照表関係比率
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※

特定資産 各種引当資産

運用資産
現金預金＋有価証券＋特定資産
（学校法人の経営を持続的かつ安定的に継続するために必
要となる資産）

外部負債 借入金＋学校債＋未払金＋手形債務
繰越収支差額 過去の会計年度の事業活動収入（支出）超過額の累計

№ 比率名 算出方法 比率の意味

１ 人件費比率 人件費
経常収入 人件費の経常収入に占める割合

２ 人件費依存
率

人件費
学生生徒等納付金

人件費の学生生徒等納付金に占
める割合

３ 教育研究経
費比率

教育研究経費
経常収入

教育研究経費の経常収入に占め
る割合

４ 管理経費比
率

管理経費
経常収入

経常収入に対する管理経費の占
める割合

５ 借入金等利
息比率

借入金等利息
経常収入

経常収入に対する借入金等利息
の占める割合

６ 事業活動収
支差額比率

基本金組入前当年度収支差額
事業活動収入

事業活動収入に対する基本金組
入前の当期収支差額が占める割合

７ 基本金組入
後収支比率

事業活動支出
事業活動収入－基本金組入額

事業活動収入から基本金組入額
を控除した額に対する事業活動
支出が占める割合

８ 学生生徒等
納付金比率

学生生徒等納付金
経常収入

学生生徒等納付金の経常収入に
占める割合

９ 寄付金比率 寄付金
事業活動収入

寄付金の事業活動収入に占める
割合

１０ 補助金比率 補助金
事業活動収入

国又は地方公共団体の補助金の
事業活動収入に占める割合

１１ 基本金組入率
基本金組入額
事業活動収入

事業活動収入の総額から基本金
への組入れ状況を示す

１２ 減価償却額比率
減価償却額
経常支出

減価償却額の経常支出に占める
割合

１３ 経常収支差額比率
経常収支差額
経常収入 経常的な収支バランスを示す

１４ 教育活動収支差額比率
教育活動資金収支差額
教育活動収入計

本業である教育活動の収支バラ
ンスを示す

２．事業活動収支計算書関係比率

学校法人の財務分析
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１

結論 はい

判定 教育活動資金収支差額が、３か年のうち２か年以上赤字である（上
図①）

論拠
△２７１百万円（平成２５年度）
△５８１百万円（平成２６年度）
△６０５百万円（平成２７年度）

２

結論 いいえ
判定 外部負債と運用資産を比較して、外部負債が超過している（上図②）

論拠 外部負債４５５百万円
運用資産７，９３９百万円（平成２７年度）

３

結論 １０年以上
判定 耐久年数２３（上図③）

論拠

下記の通り１１．２年と算定される
①支出：７０４百万円
（教育活動収支差額△６０５百万円（教育研究キャッシュ・フローと
みなす）、外部負債約定返済△９９百万円）
②運用資産：７，９３９百万円
①÷②＝１１．２年

付録２：定量的な経営判断指標に基づく経営状態の区分（日本私立学校振
興・共済事業団）による現状の把握

１．区分方法

２．駿河台の判定
下記により、区分Ｂ３（イエローゾーン）と判定される。
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３．コメント
区分Ｂ３はイエローゾーンの中では、比較的健全な部類であるが、本業

での損益状況を示す「教育活動資金収支差額」は過去５年すべての年度で
マイナスとなっており、収益力に重大な疑義が生じている。
このような状況において、区分Ｂ３で留まっているのは、過去の遺産

（運用資産）が大きいことによるものであり、現状はこれを食いつぶして
生き延びているというのが実情である。早急に、学生生徒等納付金の向上
（＝入学者の確保）、教育活動支出の抑制（＝人件費・教育研究経費の削
減）が求められる状況である。

以 上

１ 文部科学省中央教育審議会「我が国の高等教育の将来像（答申）」（平成２７
年１月７日参照）
〈http:／／www.mext.go.jp／b_menu／shingi／chukyo／chukyo０／toushin／attach／
１３３５５９５.htm〉
２ 各大学のホームページ上に公開されている「財務諸表」（平成２５、２６及び２７
事業年度分）並びに「業務報告書」（平成２５、２６及び２７事業年度分）より、デー
タを抽出した。
３ 文部科学省「学校基本調査―平成２８年度結果の概要―」（平成２７年１月７日参
照）〈http:／／www.mext.go.jp／b_menu／toukei／chousa０１／kihon／kekka／k_detail／
１３７５０３６.htm〉
４ 日本私立学校振興・共済事業団「私立学校の経営革新と経営困難への対応
―最終報告―」（平成１９年）から筆者抜粋
５ 私立学校法の一部改正（平成１６年法律第４２号）第４７条及び第６６条関係
６ 文部科学省「平成２７年度学校法人の財務情報等の公開状況に関する調査結果
について」（平成２７年１月７日参照）〈http:／／www.mext.go.jp／a_menu／koutou／
shinkou／０７０２１４０３／１３５５９７４.htm〉
７ 文部科学省「平成２９年度学校法人の財務情報等の公開状況に関する調査結
果」（平成３０年８月２日参照）
８ 私立学校振興助成法第１４条
９ 黒木淳（平成２４年）「非営利組織の財務分析―高等教育機関を事例として―」
『年報 経営分析研究』第２９号、４７ページ

１０ 峯岸正教（平成１９年）「学校法人の財務分析における財務比率に関する一考
察」『埼玉学園大学紀要（経営学部篇）』第７号、１３０ページ

１１ 学校法人会計基準第４条
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１２ 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第１条
１３ 学校法人会計基準第６条
１４ 学校法人会計基準第１５条
１５ 学校法人会計基準第３２条
１６ 『週刊東洋経済』「本当に強い大学２０１６」より筆者集計
１７ 河合塾「入試難易予想ランキング表」（平成２７年１月７日参照）〈http:／／www.
keinet.ne.jp／rank／〉

１８ 教育活動収入計＋教育活動外収入計
１９ 教育活動支出計＋教育活動外支出計
２０ 金額については、百万円未満を切り捨てて計算しているため、表上の合計
額とは必ずしも一致しない

２１ 簡便的に「減価償却費／教育活動支出計」で算定している。
２２ 「前年度繰越支払資金」（≒前期繰越額）と「翌年度繰越支払資金」（≒次期
繰越額）を除いた、単年度の純粋なキャッシュ・フローに筆者加工

２３ 耐久年数：教育研究キャッシュ・フローの赤字による運用資産の取り崩し、
若しくは外部負債を約定どおり返済していったときに、いつ運用資産が枯渇
（資金ショート）するか、その年数
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